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攻めのIT経営中小企業百選の概要 

 平成２６年度から新たに選定を開始し、攻めの分野でのＩＴ利活用に焦点を当てた
中小企業の取り組みのベストプラクティスとして、３年間で累計１００社を選定すること
を予定しています。 

 ＩＴの活用による企業の製品・サービス開発強化や、ＩＴを活用したビジネスモデル変
革など、ＩＴにより企業の競争力強化に成果を挙げた取り組みを選定しています。 

出典：一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA） 、 
ＩＤＣジャパン(株) 「ITを活用した経営に対する日米企業の相違分析」調査結果（2013年10月） 
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攻めのＩＴ投資 

新たな技術／製品／サービス利用 

ＩＴを活用したビジネスモデル変革 

ＩＴによる製品／サービス開発強化 

ＩＴによる顧客行動 
／市場の分析強化 

事業内容／製品ライン拡大による 

法規制対応のため 

市場や顧客の変化への迅速な対応 

利益が増えているから 

売上が増えているから 

会社規模が拡大したため 

未ＩＴ化業務プロセスの 
ＩＴ化のため 

定期的なシステム更新サイクル 

ＩＴによる業務効率化 
／コスト削減 

プライベートクラウドの導入のため 

モバイルテクノロジーへの投資 

米国 
日本 

守りのＩＴ投資 

 
日本のＩＴ投資は業務効率化・
コスト削減など、「守り」に主眼が
置かれている。 
一方、米国はビジネスモデル変革、
製品・サービス開発強化などの
「攻め」のＩＴ投資を行っている。 

日米のIT投資の違い 
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審査体制 

 審査は、学識経験者及び有識者で構成される「攻めのＩＴ経営中小企業百選選定
委員会」において行います。 

委員長 岡田  浩一 明治大学経営学部教授 

委員 小松  靖直 日本商工会議所 情報化推進部長 

佐久間  一浩  全国中小企業団体中央会 事業推進本部長 

下田  忠義  独立行政法人情報処理推進機構  
ＩＴ人材育成本部 ＩＴ人材育成企画部次長  

高島  利尚  中小企業診断士 / ＩＴコーディネータ 

冨永  正見 冨永正見税理士事務所所長 

土方  千代子 有限会社PBT ＩＴコーディネータ 

本多  英一  全国商工会連合会 企業支援部部長 

攻めのＩＴ経営中小企業百選選定委員会 （敬称略、五十音順）  
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評価の視点 
 選定にあたっては、既存ビジネスの強化による利益の拡大や、新事業への進出等による
新たな価値の創出といった、「攻め」のＩＴ経営課題に取り組み成果を実現している企
業を選定するため、以下の４つの視点から評価します。 

Ⅰ．攻めのＩＴ経営課題に基づく経営計画等について 
１） 経営計画策定にあたって、経営者が把握すべき将来方針を考えるための経営環境変化や自社の現状についうて、データに基づき的確に把握し分析ができ
ているか。 
２） 現状把握に基づき、実現すべき目標やプロセスを明確にした経営計画が策定され、文書化され、共有されているか。 
３） 経営計画の中では、既存事業の強化を目的とした取り組みに対して、今後強化すべきと思える事項をデータに基づき設定しているか。 
４） 経営計画の中では、新規分野への進出や新規事業の確立を目的とした取り組みに対して、自社の持つ強み・経営資源を考慮して計画を検討しているか。 
 
Ⅱ．攻めのＩＴ投資・利活用の実施状況（経営計画実現や事業革新のためのＩＴ投資・利活用について） 
１） 経営計画実現の一環として、事業活動のベースとなるＩＴの利活用を行っているか 
２） 人、もの、金等の管理すべき項目の把握に基づく的確な経営判断の実現を目的としたＩＴ利活用を行っているか 
３） 顧客獲得を目的とした、HP、SNS、メルマガ等による情報発信や、顧客情報を収集し分析し活用するためのＩＴ利活用を行っているか 
４） 既存事業分野における新商品や新サービスの開発や新規事業への進出等による、競争力強化を狙いとしたＩＴ利活用を行っているか 
 
Ⅲ．攻めのＩＴ投資・利活用の取組に関わる社内体制及び人材について 
１） 経営トップが方針を示し、ＩＴ利活用について全社一丸となった推進が行われているか 
２） 経営計画実現のためのＩＴ利活用を進めるにあたって、的確な役割分担や推進運営が行われているか 
３） 経営計画実現のためのＩＴ利活用を進めるにあたって、社内の人材育成は行われているか 
４） 経営計画実現のためのＩＴ利活用を進めるにあたって、外部人材、他企業との連携、施策制度の活用等を行っているか 
 
Ⅳ．攻めのＩＴ投資の効果及び事後評価の状況について（経営計画実現を目指した取り組みの成果評価） 
１） 経営計画で目標とした売上・利益についての定量的成果は得られているか 
２） 既存事業分野について実現目標とした取り組みテーマについての定量的成果は得られているか 
３） 新規分野への進出について実現目標とした取り組みテーマについての定量的成果は得られているか 
４） 経営計画で期待した定性的な成果や従来からの変化の面での成果が得られているか 
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平成27年選定企業一覧（平成27年10月27日に表彰式を開催） 

 社名  地域  業種  社名  地域  業種  
1 寺坂農園株式会社 北海道 農業 18 株式会社由紀精密 神奈川県 製造業 

2 株式会社古垣建設 北海道 建設業 19 JASPA株式会社 神奈川県 製造業 

3 株式会社日進堂印刷所 福島県 印刷業 20 株式会社エントリー 神奈川県 不動産業 

4 東京オート株式会社 栃木県 小売業 21 株式会社陣屋 神奈川県 宿泊業 

5 有限会社COCO-LO 群馬県 その他 22 医療法人 明仁会 かないわ病院 石川県 その他 

6 株式会社ひびき 埼玉県 製造業 23 株式会社杉岡織布 滋賀県 製造業 

7 株式会社アースダンボール 埼玉県 製造業 24 株式会社DIY STYLE 京都府 卸売業 

8 明豊ファシリティワークス株式会社 東京都 建設業 25 御菓子司津村屋 大阪府 製造業 

9 武州工業株式会社 東京都 製造業 26 日本ローカルネットワークシステム協同組合連合会 大阪府 運輸業 

10 株式会社浜野製作所 東京都 製造業 27 ドクター･オブ･ジ･アース株式会社 大阪府 小売業 

11 株式会社ミノダ 東京都 製造業 28 株式会社ビーウェーブ 大阪府 サービス業 

12 株式会社フォーラムエイト 東京都 情報通信業 29 株式会社FUK 奈良県 製造業 

13 ViewSend ICT 株式会社 東京都 情報通信業 30 株式会社ベクトル 岡山県 小売業 

14 株式会社春うららかな書房 東京都 卸売業 31 遠赤青汁株式会社 愛媛県 製造業・農業 

15 中川株式会社 東京都 小売業 32 AIDA LINK株式会社 大分県 サービス業 

16 株式会社古田土経営グループ 東京都 サービス業 33 プリントネット株式会社 鹿児島県 印刷業 

17 株式会社フォーサイト 東京都 その他 （計33社） 
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